
令和 5 年度「人権教育総合推進地域事業」事業実施報告書 

委託先（ 和歌山県 ） 

１．調査研究のテーマ、概要 

調査研究のテーマ 
「一人ひとりが輝き 未来を見つめ 世界へはばたく子

供の育成」 

○調査研究のテーマを設定した目的 

 高齢化社会はどの地域においても重要な課題であり、村の今後、ひいては日本全体の

課題ともいえる。そのような中で、村の将来を担う子供達が高齢者との関わりについて

自ら課題を持ち取り組んでいくことが必要であると考える。地域の実態を知り、今後の

未来を考え、地域を担う次の世代を育てることが喫緊の課題となっている。 

 また、北山村では幼少期より外国語教育に力を入れている。少人数ゆえの利点を生か

し、村独自でＡＬＴを雇用し、保育所からの英語教育を行っている。村が実施する放課後

英会話教室、中学校での海外留学体験にも取り組んでいる。子供達の将来において外国

人や異文化との関わりは避けて通ることはできない。共通言語として広く使われている

英語を身に付けることが子供達の未来に向けて一つの手立てとなると考えている。その

ことにあわせて、外国の文化や生活を知り、多様な価値や考え方について理解すること

も必要不可欠である。 

 さらに、児童生徒がこれらの課題に対して考えを深めることと合わせ、自分達の未来

を見据え、自分の夢の実現に向かうために、確かな学力も必要である。 

 そこで、以下の３点を育てることを目的として本調査研究のテーマを設定した。 

１． 高齢者との関わりを通して、相手の立場に立った思いやりの心を育む 

２． 外国の文化や生活を知り、多様な考え方や価値を尊重する態度を育む 

３． 少人数学級を生かし、子供一人一人の進路実現に向けて、確かな学力を育む 

 この目的を達成することが前述の課題を解決する手掛かりになると考える。 

○調査研究の概要 

 本調査研究では、授業改善による学力保障、外国語や特別活動を中心に取り組む異文

化理解の学習、総合的な学習や特別活動を中心とした高齢者理解への取組を３つの柱と

して推進していく。北山小学校と北山中学校が連携し推進の核となり、児童生徒の９年

間の継続的な学びを通して人権の意義・内容等について理解し、自他の大切さを認める

人権感覚を培うことで、具体的な態度や行動に現れるようにしていく。 

 また、それらの取組を村内や近隣の地域は元より県内にも発信していく。 

 

  



○概念図 

 

  



２．基本情報 

推進地域の概要 

○都道府県名及び市町村名 

和歌山県東牟婁郡北山村 

○推進地域名 

北山村立北山中学校区 

○推進地域市区町村教育委員会名 

北山村教育委員会 

○これまでの研究指定等の状況 

新規 

 

推進協力校の概要 

○学校名 

北山村立北山中学校  
○学級数 

３学級 

○児童生徒数（R.5.1） 

全生徒数：8 名 

 

○学校名 

北山村立北山小学校 

○学級数 

５学級（うち特別支援学級１学級） 

○児童生徒数（R.5.1） 

全児童数：26 名 

 

  



○指定理由 

北山村は奈良県と三重県に挟まれた人口 400 人程度の和歌山県の小さな飛び地の村で

ある。過疎地域であり、高齢化率（43.9％：11 月調査）も非常に高くなっている。村内

には保育所、小学校、中学校が各１校で、そのどれもが極小規模である。「子供は村の宝

である」が村政のキーワードの一つとして、子供達の支援や子育て支援に取り組んでいる

地域である。近年、I ターン等、他地域からの移住者も増えてきている。そのため、もの

の考え方や価値観も多様になってきている。そんな中で子供達だけでなく、地域住民も含

めてより確かな人権感覚を身に付けることが必要である。各関係機関と連携が取れ、地域

の住民が集まる学校こそが、その取組を進める拠点としてふさわしいと考えられる。そこ

で学校が中心となり教職員・保護者・地域を巻き込んだ取組を行うことで、地域全体の人

権意識の向上につながると考え、本事業の指定を予定している。 

○取り組んだ人権課題について 

該当するものに○印、最も主要な人権課題１つに◎印を付与 

 

①子供 〇 

②女性  

③高齢者 ◎ 

④障害者  

⑤同和問題  

⑥アイヌの人々  

⑦外国人 〇 

➇-１HIV 感染者等  

➇-２ハンセン病患者等  

⑨刑を終えて出所した人  

⑩犯罪被害者等  

⑪インターネットによる人権侵害  

⑫北朝鮮当局による拉致問題等  

⑬性的指向、性自認  

⑭その他（       ）  

  
 

 

  



3．調査研究の内容等 

○調査研究の内容 

 教員研修では、学力保障と併せて、心理面や生活面から子供達をサポートできるよう、

外部講師を招聘しての研修会を実施する。また、授業においては研究授業や公開授業を積

極的に実施し、外部の指導も受けながら、より効果的な指導をめざす。 

 小学校、中学校それぞれに人権教育には取り組んでいるものの、これまで内容を共有

し、系統性を考え、より発展的に取り組むような点においては弱さが見られた。そこで、

今回の事業では取組の共有を行うことで、それぞれの取組を精査し、体験や学習を進めて

いくことで発展的に展開できるようにしていく。また、地域や保護者、社会福祉協議会等

の各種団体と協同的に取組を進める中で児童生徒の人権問題についての理解を深めたい

と考える。 

 和歌山県教育委員会としては、北山村教育委員会及び推進協力校への指導訪問を通じ、

本事業の趣旨に沿った取組の実施について指導助言を行う。さらに、当県において指定さ

れる地域及び指定校の担当者同士が取組内容についての情報共有・協議を行う連絡協議

会を開催し、より一層効果的な人権教育の推進に努める。 

○実施方法 

「授業改善」・「教員研修」・「児童生徒への働きかけ」・「教職員・児童生徒・保護者・地

域が一体となった取組」の４つのポイントで取組を行った。 

〈授業改善〉 

・児童生徒の未来に生きる学力を保証するため、研究授業を通して指導方法の工夫改

善を行い、基礎基本の定着を図ることを目指した。タブレット PC、電子黒板等の ICT

機器の活用、話し合いでの共有の時間を大切にした授業形態の工夫を積極的に取り入

れた。小学校：計６回、中学校：計４回の研究授業を実施し、和歌山県教育委員会の助

言の元、授業改善を行った。 

・総合的な学習の時間、特別活動を中心にそれぞれの人権課題について学んでいくた

め、意図的計画的な取組ができるよう、小学校・中学校合同で「高齢者の人権」「外国

人の人権」「子供の人権」の３つの部会をつくり、協議を行い検討した。中学校では和

歌山県教育委員会主催の「人権教育リーダー養成講座」での学びを通し、児童生徒が高

齢者との関わりについて考えられるよう、取組を工夫した。 

〈教員研修〉 

・「学校教育と高齢者との関わり」をテーマに野尻紀恵氏（日本福祉大学教授）の講義

を受け、共生社会の中で学校の果たす役割について学んだ。 

・「子供の人権を大切にした子供理解の視点」について、上野和久氏（高野山大学教授）

の講義を受け、へき地・極少人数規模の特殊性について学んだ。 



〈児童生徒への働きかけ〉 

・篠原嘉一氏（NIT 情報技術推進ネットワーク株式会社代表取締役）を講師に招き、

SNS や情報の取扱いにより、児童生徒を被害者にも加害者にもしないために、講座を

実施した。 

・野尻紀恵氏（日本福祉大学教授）を講師とし、「高齢者と共に生きる社会」をテーマ

に講義・演習を行った。 

・本舘千子氏（助産師）より「命の授業」として、生命の尊さと「性」との向き合い方

について講義を受けた。 

・外国語の授業や総合的な学習の時間を通して、ALT や外部講師の力を借り、異文化

理解を図り、村内に訪れる外国人と交流を行った。 

・中学校では YMCA との共催で海外留学を行い、約 2 週間のホームステイで語学研修

を深め、外国人との交流を体験した。 

〈教職員・児童生徒・保護者・地域が一体となった取組〉 

・学習発表会（小学校）・文化祭（中学校）において学習の取組を発表した。中学校で

は海外留学についての体験を報告した。 

・学校企画の「ふれあい収穫祭」に地域の方々を招待し、学校で収穫した野菜をふるま

い、餅つき等のイベントを実施した。また、その際には高齢者と伝統的な昔遊びを通じ

た交流を行った。 

・１０月に本事業の中間報告会を行い、近隣の地方の学校・教職員、人権教育推進協議

会メンバーと取組を共有するとともに、地域に発信する機会を設けた。 

・地域の住民と作り上げた「北山方言かるた」を使って、「かるた大会」を実施し交流

を行った。今後も本事業で作成した「北山方言かるた」を活用した交流を通して、地域

の高齢者とさらなる関わりを深めるとともに、地域の文化に親しんでいく。 

 

  



4．検証・評価・改善・普及 

成果として 

【研究テーマの共有化について】 

 この事業をきっかけとして、北山小学校と北山中学校では研究テーマとして同じもの

を設定した。今回の事業をより、有意義でものになるよう考えたからである。このことに

より、9 年間というスパンで児童生徒を見ていくという教職員の決意がより明確になっ

た。様々な取組が小学校は中学校へつながるものとして意識し、中学校は小学校での取

組を受け、系統性を意識し、発展的に捉えることができるようになった。 

【取組の普及について】 

 これまで北山村では小学校・中学校から地域への広報活動を積極的に行ってきた。学

校の様子については通信等の媒体や、学校運営協議会の場を通して伝えてきた。一方で、

これまで研究についての取組について説明する機会が少なかったのが現状である。今回、

本事業の中間報告会を行ったことで県内外の教職員だけでなく、保護者やこの事業に関

わる地域の委員等にも取組のねらいや様子を知って頂けたことは大きな成果であった。 

 さらに、スポットを当てた人権課題における成果として考えられることをテーマ別に

説明する。 

【テーマ①「高齢者の人権」について】 

 コロナ禍を乗り越え、数年ぶりに以前のような学校行事、村の行事が行われた。村の行

事への積極的な参加、学校行事への参加の呼びかけを行うことで、様々な形で児童生徒

が高齢者の方々が関わることができた。 

 村を支えてきた高齢者の方々との交流を通して、北山村の高齢化の現状及びその暮ら

しについて考えることで、児童生徒自身がこれまで以上に「村の一員」であるという意識

を持つきっかけとなった。 

 児童生徒の活動の振り返りには「高齢者の方がそれぞれ生活の中で楽しいことなどの

生きがいを持って生活していることがわかりました（中学生）」「福祉で働くことの大変

さについて知りました（小学生）」のような記述が見られ、高齢者と関わり、自分達が地

域でできることを考える機会となっただけでなく、村の状況を知り、村の今後を考える

にあたっても非常によい機会となったと考えられる。 

【テーマ②「外国人の人権」について】 

 ALT との英語学習や海外語学研修など、異文化理解に必要な取組は進んでいる状況で

ある。国際化が進む社会情勢に合わせて、ALT との交流を通して、広い視野をもって外

国文化に親しむ素地ができてきている。これらの取組から他国に関する知識や文化、価

値観の違い等多くのことを学んでいる。 

 特に、中学校では生徒が海外留学で異文化交流を行ったことを機に、自分に自信を持

ち、これまで以上に他者と積極的にコミュニケーションをとれるようになった。 



【テーマ③「子供の人権」について】 

 児童生徒の学力向上、進路実現に向けて、学力保障としての「基礎学力の定着」を第一

と考え、取り組んできた。少人数だからこそ、個に応じた適切な指導をベースに教材研究

を進めることができた。 

 外部講師を招聘し取り組んだ「命の授業」の中で、生命の尊さを知ることで、自分自身

を大切にしていこうという態度が生まれた。「自分の命は大切で大事にしないといけない

のが改めてわかりました（小学生）」「自分の人権も周りの人の人権も大切にしていきた

いなと思いました（中学生）」という振り返りからも取組を通して人権意識の成⾧を感じ

られる。 

 児童生徒、教職員が様々な場所に出ていき、交流することにより、活動が村の中だけで

完結せず、この地域の課題だけでなく、様々な共通点や相違点を発見することができた。

極小規模の似た地域との交流だけでなく、規模の違う学校との交流活動を通して、これ

までより、幅広い価値観に触れることができた。 

 

今後に向けての継続・発展的な取組として 

 これまでの取組の中で児童生徒は課題について真摯に考え取り組んできた。一方で、

取組には受け身の部分があった。知識をインプットする機会は多くあり、また、その中で

与えられた課題に向かうことが多かった。今後は、子供達自らが課題を見つけ、解決に向

かうために地域の方々と連携し、学びを発信するような姿勢を育てていきたい。 

 そこで、以下のような方策で取組を継続・発展させていきたい。 

【小学校中学校の更なる連携】 

 小学校と中学校が連携した取組をより強めていく必要があると考える。例えば、小学

生がふるさと学習で村の文化や特産品について調べ、学んだことを、中学生が英訳し、外

国人に向け、共に紹介するといった児童生徒を連携させる取組の実施や、授業改善に向

けての合同協議等、教職員の連携にも取り組んでいきたい。 

【学びを活用】 

 児童生徒の学びが自らの成⾧につながるよう、学習の成果を単なるまとめの作業で終

わらせるのではなく、学んだことを実際に使う、発展的に課題を見つける等、獲得したこ

とを活かし、より有意義な取組になるようサポートしていきたい。 

【地域と一体になった取組】 

 この地域が「どのようになっていくのか」、「どのようになってほしいのか」、「どのよう

にしていきたいのか」ということについて、地域住民との懇談や対話を通して、地域の未

来について考えさせたい。テーマとなっている人権課題の克服が「よりよい地域づくり」

につながるという大きな視点で、物事を考えることができる子供達を育てていきたい。 

 



５．推進体制（都道府県・指定都市教育委員会を含む） 

 
 

  



○関連資料 







 

 

 


